
65

女性就業者の地方からの転出に関する一考察

津 留 崎 和 義

西 村 宣 彦

Abstract
The purpose of this study is to clarify the structure and factors that lead to the outflow of fe­

male workers out of the prefecture. Specifically, a causal loop diagram was created from the
interview survey, based on which a questionnaire survey was conducted, followed by factor
analysis, multiple regression analysis, and covariance structure analysis. It was found that
highly educated women were more willing to change jobs and move out of the prefecture, that
employees of companies whose headquarters are located in other prefectures were more will­
ing to change jobs out of the prefecture, and that satisfaction with the workplace had an im­
pact on their willingness to change jobs.

Keywords: outflow from the prefecture, job change, systems thinking

１ https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/２０２０/０４/１５８８０４９５９１.pdf

１．はじめに

都市部への人口の集中は世界的な課題である（Izquierdo et al. ２０１１; Hare, ２００７; 中澤,
２０１８）。長崎県においても，長崎県令和元年異動人口調査結果１によると，令和２年１月１日現

在の長崎県の人口は１,３２３,０２４人で，平成３１年１月から令和元年１２月までの１年間で，人口増
減数は１４,６３８人減（増減率△１.０９％）となっている。その内訳をみてみると，自然増減数が
８,０４９人減（増減率△０.６０％），社会増減数が６,５８９人減（増減率△０.４９％）となっており，１９６０
年に人口のピークを迎えて以降一貫して人口減少が続いている。また，長崎県からの転入・転

出数は，男性が３,２０２人の転出増加，女性が３,３８７人の転出増加となっており，女性の転出の方
が若干多い。

そこで，本研究では，特に女性に着目して地方から都会への転出の原因を，転職による県外

転出の観点から検討する。転職による県外転出は地域の労働力の減少にとどまらず，企業にお

いても損失の大きい問題（Allen,２０１０）である。また，Adams & Ferreira（２００９）は女性の
上級経営者がいる企業の方が，また，Bilan et al（２０２０）は，男女平等の権利を保証している
企業の方が，持続的に業績が高いことを示している。このように，離職の問題は社会的に重要

であることから，Rubenstein et al.（２０１８）がこれまでの転職に関する多くの研究のメタ分析
を行ったように，これまで数多くの研究が行われてきた（例えば，Haque et al.２０１９；Zhang
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et al.２０１９；Reina et al.２０１８；Selvarajan et al.２０１５；Schaufeli & Bakker.２００４；Tett &
Meyar.１９９３）。
Kang & Busser（２０１８）は，組織の成功に貢献しようとする意欲である従業員エンゲージメ

ントが転職意思と深く関連していることを示した。Aggarwal, Dhaliwal & Nobi,２０１８, Kim, et
al.（２０１８）によると従業員エンゲージメントは互いに気遣いあう職場環境と従業員の心理資本
によって形成される。高橋・渡辺（１９９５）は女性の離転職意思の要因と組織社会化の関係に言

及しており，離転職意思を強く持つ女性は組織社会化の段階が低い水準に留まっている傾向が

あると述べている。また，共稼ぎのホワイトカラー従業員を対象とした Batt & Valcour（２００３）
の研究によると，仕事と家庭の統合（work­family integration）を行いやすくする業務設計因
子が退職意思と最も強く関係していることを示し，特に女性は男性よりも強く仕事と家庭の両

立に問題を抱えている傾向が強いことが示された。コロナ禍によって，働き方の多様性は大き

く進化しており，特に行動制限の大きな都会の職場の方がリモートワークを積極的に導入して

いると考えられることから，より work­family integrationを推進している都会の職場への転
職が今後進むことが懸念される。

Ely, Stone & Ammerman（２０１４）は Harvard Business SchoolのMBA修了生を対象にし
た調査で，米国の高学歴女性であっても離職の最も大きな要因は仕事と家庭の両立が達成でき

ないことによることを示している。さらに，Singh et al.（２０１８）は，男性優位の文化が残る製
造業の大卒女性従業員の離職率は男性の４倍であることを報告している。大沢・馬（２０１５）は

高学歴女性が学卒時に持つキャリア意識と転職行動の関係について論じており，キャリア意識

の高い女性ほど転職傾向が強く，言い換えれば，キャリア意識が強い女性のキャリア形成がう

まくなされていないことを指摘している。また，このような職場環境について，Nie, Lämsä
& Pučėtaitė（２０１８）は社会的責任を重視した人的資源管理（SR­HRM: Socially Responsible
Human Resource Management）の有効性を研究し，SR­HRMの実践が女性従業員の離職意
思を低下させること，また，その実践において管理職が女性である場合に SR­HRMによる離
職抑制効果が大きいことを示している。

一方，サービス業を対象とした Scott & Barnes（２０１１）の研究によると，サービス業では
従業員の心的状態と異なる表情を接客時に要求されることによって従業員の心的状態が悪化し

退職に至りやすいこと，従業員の心的状態を好転させるためには個人間の肯定的な関係が重要

であることが示されている。彼らはこの職場内での個人間の関係の重要性（Luthans et al.
２００６）は男性よりも女性の方が高いことを示している。長崎県では観光産業が主要な産業であ

り，また，近年ではコールセンターが多く誘致され，サービス業に従事している女性は多いこ

とから，この研究で得られている結果は重要であろう。

このように様々な因子が離職に影響することが示されているが，Rubenstein et al.（２０１８）
によるメタ分析によって，離職要因は文脈に依存していることが明らかにされている。すなわ

ち，地域や国などの文化や法制度などによって重要な離職要因は異なり，また，様々な要因が

複合して生じている。そこで，本研究では，長崎県内に就業している女性を対象として，その

離職要因について検討する。

様々な要因が複合してある現象が生じることを取り扱う方法として本研究ではシステム思考
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表１ インタビュー対象者

長崎市内男性経営者 １名２０２０年２月２６日

長崎市内女性経営者 １名２０１９年１２月２５日

長崎県産業労働部若者定着課 １名２０１９年１２月５日

長崎県産業労働部雇用労働政策課 ２名２０１９年１２月５日

長崎県企画部政策企画課 １名２０１９年１０月３０日

長崎県男女参画・女性活躍推進室 ４名２０１９年１０月２８日

関連団体関係者 １名２０１９年１０月１８日

対 象 者インタビュー日時

（スターマン, ２００９）を用いる。女性の転職をある要因による因果関係としてとらえるのでは
なく，長崎県内の労働環境の様々な因子が複合して，女性の転職が生じていると考え，観察や

インタビュー調査を通じて，システムの全体像をシステムループ図として描き，それぞれの因

子の関係性をアンケート調査によって検証する。

２．研究方法

本研究では長崎県の女性の転職に関して知識を有する数名への半構造化インタビューを行

い，その結果をもとに女性の転職に係る様々な変数を抽出し，変数間の因果関係やフィードバッ

クをシステムループ図として可視化した。作成したシステムループ図の有効性を検証するため

に長崎県内に就業する男女の就業者へのオンラインアンケート調査を実施し，その結果をもと

に，重回帰分析，共分散構造分析を行い，女性の転職要因を考察した。

２.１．インタビュー調査

インタビュー調査は２０１９年１０月～２０２０年２月にかけて，表１に示す対象者に対して行った。

インタビュー方法は以下に示す内容を中心にした半構造化インタビューであり，各人に対し

て１～１.５時間のインタビューを行い，録音データを文字起こしした。
① この問題の挙動はどのようですか？ 時系列的にお示しください。

② その時系列でどのようなことが起きてきましたか？

③ 現状を変えようとしているのに変わらない主要な原因は何だと思いますか？

④ この現象が起き始めた頃にまず起きたこと（このようなことが起きたことがわかった

きっかけ）はどのようなことでしたか？

⑤ 今までやられたことのなかで，うまくいっていることは何ですか？ それはどのような

要因があったから成功していると思いますか？

⑥ 幹部はどのようにこの現象を考えているとあなたは思いますか？

⑦ どのような原因がこのような結果をもたらしていると考えますか？

⑧ このような原因のうち，あなたの組織が関わっている問題は何ですか？
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⑨ あなたやあなたの組織が対処可能な問題は何でしょうか？

⑩ あなたの組織の中で，この問題についてよく口にされていることはどのようなことです

か？

⑪ この問題を生み出している，または，解決するために必ず協力が必要な人と組織はどの

ようだとお考えですか？

２.２．アンケート調査

インタビュー調査結果を KJ法（川喜多, １９８６）によって整理したあと，女性の県外転出に
関係する変数を抽出し，それぞれの変数をシステム思考におけるシステムループ図に構成し

た。システムループ図はインタビューに基づく想定であるので，システムループ図で見出した

それぞれのループ（女性の県外転出を生む潜在的な要因）がどの程度実際の女性の県外転出と

関係するかを検討するためにアンケート調査を実施した。

アンケート調査は，GoogleのWebアンケートサービスである Google Formを用いて，長
崎県商工会議所連合会，長崎商工会連合会，企業団体中央会から会員企業に対して告知を依頼

するととともに，個々の企業に回答を依頼して，２次元バーコードまたはサイトへの URLリ
ンクから回答を促した。

アンケート調査は令和３年２月～６月に実施し，回答は無記名方式として行った。得られた

アンケート調査を，JMPおよび AMOSで分析した。

３．研究結果

３.１．インタビュー調査結果に基づくシステムループ図

インタビュー調査の結果をもとに作成したシステムループ図を図１に示す。システムループ

図とはシステム思考における様々な因果関係を変数間の因果関係の輪として示したものであ

り，因果関係には正の因果関係（ある要因となる変数が高くなれば，その結果影響を受ける変

数が高くなる関係）と負の因果関係（ある要因となる変数が高くなれば，その結果影響を受け

る変数が低くなる関係）の２種類がある。

ループ内の因果関係のうち，正か負の因果関係のどちらかの数が多ければ，そのループは自

己強化ループと称され，次第に増加速度を増していく。一方，正と負の因果関係が同数であれ

ば，そのループはバランス型ループと称され，変数の値は一定値に落ち着くようになる。

インタビュー調査の結果を分析して得られたループ（人口変化の要因）には，以下が挙げら

れた。

L１ 県外結婚ループ

他県の人と結婚する場合，女性が職を辞める可能性が高いために，女性の方が県外

に出ていくループ

L２ 福岡引き寄せループ

オフィスや住環境が魅力的な福岡市近郊に移動するループ
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図１ インタビュー結果に基づくシステムループ図

L３ 生き生きとした女性は外に目を向けるループ

母親が高学歴になるほど，子供も高い教育を受けたいと考え，長崎県外の学校，就

職先に就職しようとするループ

L４ 長崎就職は負け組ループ

長崎で活躍している女性のロールモデルが少なく，長崎に就職するのは「負け組」

だとの意識を持って，機会があれば県外に移動するループ

L５ 女性あきらめループ

長崎に根深い男尊女卑意識から，「やってられない」感を高め，「長崎は負け組」意

識につながって，機会があれば県外に移動するループ

L６ うちは特別ループ

自社には活躍する女性のロールモデルがいないことから，経営者がうちの会社は特

別との意識を持って，女性の採用，登用を行わないループ

L７ 経営者の意識改革抑制ループ

L６の結果，経営者の男女共同参画意識が進まず，女性の積極的な採用が進まない
ループ

L８ 女性起業家増えないループ

男女共同参画意識の低い風土の中で，女性が起業しにくいループ

L９ 女性登用が進まず企業イメージが低下するループ

低い男女共同参画意識から女性が募集にも応じず，企業イメージが低下するループ
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図２ 転職経験の有無

L１０ 有能な女性を登用できず業績が低迷するループ

L９によって男性のみの運営によって業績が低迷し，雇用が抑制されるループ

３.２．アンケート調査結果

３.２.１．概要

アンケート調査には１,０３６件の回答があり，回答者は女性が約６割，男性が約４割であった。
回答者の勤務地は長崎市が約５３％で，次が佐世保市の約１１％であり，西海市，大村市と続き，

県内各所に勤務する社会人から回答が得られていた。

３.２.２．転職経験

これまでの転職経験を，男女毎にモザイク図として図２に示す。女性の６約割，男性の約３

割が転職経験を有し，転職経験は女性の方が男性の２倍程度多かった。また，男性は県外から

の転入と県内での転職がほぼ同率であったが，女性の場合は県内での転職が全体の５０％を，ま

た，転職者の約８割を占めていた。

転職理由（複数回答）の結果を男女別に図３に示す。最も多い理由は男女ともに「給与・待

遇」で，女性の１/４，男性の１/５の転職要因であった。女性で次に多いのは「家庭の都合」，
「会社の考えや風土が合わなかったこと」がこれに続いた。男性の１位は女性の一位であった

「給与・待遇」でと同率で「地元に戻りたかった」が続いた。これは男性の転職経験者の約半

数が県外からの転職であることに対応していると考えられる。

転職後の職種を見ると，女性では圧倒的に金融業界に転職した数が多く，近年長崎県に進出
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図３ 転職経験者の転職理由

図４ 今後も継続して業務を続けたい意思の程度

した保険業界などの影響があるものと推察された。一方，男性の転職後の職種は製造業が最も

多く，次が金融業となっており，転職後の職業には性差があった。

以上のことから，女性は給与・待遇面での不満等から県内の金融機関に多く転職し，男性は，

給与・待遇面での不満とともに，県外から地元に戻りたいという理由で，製造業に多く転職し

ていることが分かった。

３.２.３．現在の転職意思

今後も継続して現在の職場を継続したいか（図４）については，女性の４割弱，男性の２割
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図５ 仕事を継続するうえで重要だと思うこと（複数回答）

強が転職または退職について検討していると考えていることが分かった。これは図２に示した

これまでの転職経験の傾向とも一致しており，女性の方が男性よりも約２倍多く転職を経験

し，現在も転職を考えていることがわかる。現在の転職意思の有無と過去の転職経験について

カイニ乗検定を行ったところ p=０.２６７４となり，過去に転職を経験しているか否かは現在の転
職意思に影響を与えているとは言えないことが分かった。

仕事を継続するうえで重視すること（複数回答）については，図５にその回答を女性で件数

毎に高いものから順に示す。ここで，各項目の上段が男性，下段が女性である。仕事を継続す

るうえで重視することは男女で大きな差がみられた。女性は仕事を継続するうえで，仕事と家

庭の両立，職場の人間関係，やりがいを重視しており，男性はやりがい，経営の安定度，企業

の成長を重視していた。この結果は，Batt& Valcour（２００３）がホワイトカラー共稼ぎ就業者
に対して行った研究結果とよく対応しており，女性にとって，仕事と家庭の両立の克服が仕事

を継続するうえで重要な要素であることを示している。

さらに，職場の人間関係や奮起を重視することについても，Kang & Busser（２０１８）が述べ
るように，女性は職場の雰囲気（Service Climate）を重視し，これが従業員エンゲージメン
トにつながり，離職意思を抑制することとよく対応していると考えられる。

転職先として希望している地域を男女ごとに図６に示すが，女性の６７％，男性の５６％ができ

れば県内での転職を考えており，女性の方が県内での転職を考え比率は若干高かった。一方，

本社所在地ごとに見ると，長崎が本社の企業に勤務している人は，長崎県内での転職を考えて

いるが，東京などその他の地域に本社を持つ企業に勤務している人はかなりの割合で長崎県外
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図６ 転職先として検討している地域と性別の関係

図７ 転職先として検討している地域と企業の本社所在地の関係

への転職による転出も考えていることが分かった。

３.２.４．女性の転職意思について

女性の県外転出に関して作成したシステムループ図について，アンケート調査をもとに実証

した。なお L８～L１０は起業家，企業イメージ，企業業績に関する項目で有り，本研究におけ
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図８ パートナーが県外転勤になった時の行動

るアンケート対象者からは得られない情報であるため本研究の対象外である。

L１ 県外結婚ループ

図３に示したように，これまでの転職経験者の転職の要因である「家庭の都合」が女

性では２位にあるのに対して，男性は４位であることなどから，パートナーのいずれか

が転職する場合，女性の方が家庭の都合として転出する可能性があることが示唆され

る。また，パートナーが県外に転勤になった場合の行動について図８に男女毎に集計し

た結果を示す。男性の６０％は自分一人で県内に残ると答えたのに対して，女性のその割

合は２６％であり，その他はパートナーの転勤先で仕事を探すなどであった。女性は，パー

トナーとともに長崎県外に転勤することを考えている比率が多かった。

以上の結果から，女性の県外転出要因として県外男性との結婚ループは実際に観測さ

れることが実証された。

L２ 福岡吸い寄せループ

このループはオフィスや住環境が魅力的な福岡市近郊に移動するループであり，職業

を選択するうえで，または，職業を継続するうえで職場の立地が重要と考えている女性

の多さによって活動すると考えたループである。職業選択時に重視することについて重

要なものを３つ選択してもらったが，「職場の立地」は７位であり，転職を考えている

人と考えていない人との間で差はなかった。さらに，①事務所の建物やオフィス内家具

の魅力度，②職場内の人間関係や働き方の多様性，③制服の有無とある場合その制服の

オシャレさ，④勤務地の周囲の環境（安全性，清潔さ，飲食店，公園など），⑤住む場

所の周囲の環境（安全性，清潔さ，飲食店，公園など）のなかで，女性が重視している

のは，②の職場内の人間関係や働き方の多様性であり，「非常にそう思う」を５点，以

下「そう思う」を４点，「どちらでもない」を３点，「あまりそう思わない」を２点，「全

くそう思わない」を１点とした時の５点満点で平均４.７点であった。次が，居住地の環
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図９ 女性の最終学歴と転職希望地の関係

境（３.３点），勤務地の環境（３.１点），事務所の魅力度（２.３点），制服（１.６点）であった
ことからも，勤務地の環境の魅力度の重要性は高くないと考えられる。

したがって，勤務地や住環境の魅力度から活動する L２の福岡吸い寄せループは，さ
ほど強く作用していないと考えられる。

L３ 生き生きとした女性は外に目を向けるループ

母親が高学歴なほど，子供にも高い教育を受けさせたいと考え，子供に長崎県外の学

校への進学や県外の就職先への就職を推薦しようとするループである。このループが活

動しているとすると，高学歴の女性ほど長崎県外の仕事に魅力を感じて，転職意思が高

いことが予想される。

本研究におけるアンケート調査では，母親の最終学歴を聴取していないが，本人の学

歴と転職希望地との関係を求めて図９に示す。転職意思は学歴によって大きな差がみら

れなかったが，高卒の女性は多くが県内での転職を希望しているのに対して，大卒の女

性は県外への転職をより多く希望していることがわかる。

したがって，生き生きとした女性は外に目を向けるループは作用している可能性が高

いと考えられる。

L４～L７長崎就職は負け組ループ，女性あきらめループ，うちは特別ループ，うちは特別
ループ

これらのループがどの程度作用しているかを見るために，相関分析を行った。ここで

は，それぞれの項目を以下のようにして数値化した。

転職意識

当分（３年程度以上）は継続して業務しようと思う：０

今より良いところが見つかれば３年程度で転職または退職したいと思う：０.５
今より良いところが見つかれば１年未満でも転職または退職したいと思う：１
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表２ 転職意思と各要因の相関係数

－０.０４５３－０.１７７５０.１５４８０.２２４８１.００００転職意思

女性管理職数ロールモデル
やってられ
ない感

負け組意識転職意思

長崎就職を負け組だ

思う：１

やや思う：０.７５
どちらでもない：０.５
あまり思わない：０.２５
思わない：０

やってられない感を感じる

日常的に感じている：１

ときどきは感じている：０.７５
たまには感じている：０.５
あまり感じていない：０.２５
感じていない：０

ロールモデル

いない：０

一人いる・この職場にはいないが，会社内にはいる：０.５
複数いる：１

わからない：ブランク

女性管理職数

いない：０

一人いる，この職場にはいないが，会社内にはいる：０.５
複数いる：１

わからない：ブランク

それぞれの変数の相関係数を求めて表２に示す。いずれの変数も転職意思とは強い相

関があるとは言えないが，その中でも「負け組意識」が転職意思との相関が他よりも強

いといえる。

次に転職希望女性のみを対象にして，県外転出希望度とそれぞれの変数との相関係数

を求めた。なお県外転出希望度は以下のように数値化した。その結果を表３に示す。こ

こで，最も有意な変数はやってられない感であるが，やってられない感と県外転出希望
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表３ 転職希望女性の県外転出希望度と各要因との相関係数

０.１６７３０.１５６３－０.１８０４０.０８１７県外転出希望度

女性管理職数ロールモデルやってられない感負け組意識

度は負の相関となっており，どちらかというとやってられない感が低い方が県外転出希

望度は高い。

県外転出希望度

長崎県内のみを考えている。：０

できれば長崎県内が望ましいが，魅力度によっては県外でもよい：０.２５
長崎県内，県外にこだわらない：０.５
どちらかといえば長崎県外がよい。：０.７５
長崎県外のみを考えている。：１

以上の結果から，女性の転職意思と県外への転出希望度は，最終学歴以外の変数とは

単純な強い相関関係を持たないことが分かった。

３.３．女性の働きやすい職場度

本研究では，以下の各質問に５段階で答えてもらい，対象者から見た女性の働きやすい職場

度を因子分析によって求めた。
● 女性が働きやすい職場と思うか
● 女性の採用に積極的か
● 女性の昇進に積極的か
● 女性の能力活用を進めているか
● 女性の働きやすい職場づくりへの取り組みが行われているか
● 女性の働きやすい職場づくりのための外部セミナーを活用しているか
● 意見やアイディアを女性に積極的に求めているか
● 職場の経営者，管理者の男女共同参画意識は高いか
● 従業員の男女共同参画意識は高いか

因子分析を行った結果，１因子のみが固有値が１を上回り，１因子のみで上記の変数を代表

できることが分かった。そこで，表４に，長崎に本社がある企業に勤務している女性と他の地

域の企業の支社・営業所に勤務している女性の感じる女性の働きやすい職場度を求めて，その

分布を調査した結果を示す。長崎に本社を持つ企業に勤務する女性は，他県に本社を持つ企業

に勤務する女性に比べて，女性の働きやすい職場度の得点が顕著に低いことがわかる。これに

対して，長崎県本社企業に就業する女性従業員の転職希望者の割合は３６.７％で，長崎県外に本
社を持つ企業に就業する女性従業員の転職希望者の割合は３８.２％と顕著な差はなく，女性に
とって働きやすい職場かどうかは転職意思とは直接的には結びついていない。
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表４ 長崎本社企業と他県本社企業との女性の働きやすい職場度の違い

表５ 転職意思を目的変数とした重回帰分析の結果

転職希望者のうち，県外のみおよびどちらかといえば県外を希望している女性は長崎県本社

企業に勤務する女性が５.６％であるのに対して，長崎県外に本社を持つ企業に勤務する女性は
２５.４％であった。これに対して，県内のみを希望している女性転職希望者は長崎県内本社企業
勤務者が５５.６％，長崎県外本社企業勤務者が４７.５％であった。

３.４．重回帰分析

相関分析では，それぞれの変数間の関係が明確にできなかったので，重回帰分析を行った。

目的変数は転職意思として，説明変数は，負け組意識，やってられない感，女性管理職数，ロー

ルモデル，女性の働きやすい職場度，昇進意欲，仕事の満足度，生活の満足度とした。その結

果を表５に示す。上記の説明変数のうちでｐ値が有意な変数は負け組意識と仕事の満足度のみ

であり，特に仕事の満足度が最も影響が大きかった。また，女性の働きやすい職場度も転職意

思には影響を及ぼしていなかった。さらに，この重回帰モデル自由度調整 R２乗値は０.２７で
あった。

そこで，仕事の満足度が強く転職意思とつながっていたので，仕事の満足度を目的変数とし

て，同様の説明変数による重回帰分析を行った。その結果を，表６に示す。仕事の満足度と最

も関係のある変数は女性の働いやすい職場度であり，負け組意識は負の相関となっている。ま
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表６ 仕事の満足度を目的変数とした重回帰分析の結果

図１０ 共分散構造分析モデル１

表７ モデル１による共分散構造分析結果

０.０４２０.９７２０.９６５０.９８２０.３０県外本社企業

０.０４８０.９５６０.９３２０.９６４０.５２県内本社企業

RMSEACFIAGFIGFI
パス係数勤務先

適合度指標

た，このモデルの適合性も自由度調整 R２乗が０.１９と高い数値ではない。

３.５．共分散構造分析

以上の結果から，女性の転職意思や県外への転出希望度は相関分析や回帰分析では明確に説

明できないと考えられたので，変数間の複合的な関係を求めることができる共分散構造分析を

行った。前述したように長崎県内に本社がある企業と長崎県外に本社がある企業とでは女性の

働きやすい職場度が異なることから，両者を分けて分析した。

いずれも仮定したモデルのパス図は図１０のとおりである。

長崎県内に本社がある企業に勤める女性従業員と長崎県外に本社がある企業に勤める女性従

業員を対象に二つの構成概念（女性が働きやすい職場度と仕事を継続する意思）の標準化した

パス係数と適合度指標をまとめて，表７に示す。

県内本社企業に勤務する女性従業員においてはパス係数は０.５２と県外本社企業のパス係数
０.３０よりも高く，県内企業に勤務する女性の仕事を継続する意思は働きやすさ度に強く依存し
ているといえる。すなわち，県内本社企業に勤務する女性の転職意思は女性の働きやすい職場
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表８ 女性が活躍できる職場度と各観測変数間の標準化パス係数

０.８７０.６９０.８６０.３８０.３９パ ス 係 数

女性の能力
活用度

女性採用女性昇進女性管理職ロールモデル観測変数

図１１ 共分散構造分析モデル２

度が低いほど高くなる。また，それぞれの適合度指標も，このモデルの適合度が十分高いこと

を示す値であった。

県内本社企業に勤務する女性のパス図における女性が活躍できる職場度と各変数の間の標準

化パス係数を求めて，表８に示す。

女性が活躍できる職場度と最も関係が強い観測変数は女性の能力活動度であり，次が女性の

昇進に積極的な職場度であった。これらの値が高い職場であると女性が認知すれば，女性は自

らの職場を女性が働きやすい職場と認知し，その結果自らの職場へのエンゲージメントが高ま

り，転職意思は低くなると考えられる。

一方，長崎県外に本社を持つ企業に勤務する女性においても，パス係数は有意に高い値では

あるが，長崎県内本社企業の女性従業員よりもパス係数は小さい。これはもともと女性が活躍

できる職場度が高いことによると考えられるが，このモデルではその他の要素は検討できな

い。

そこで，図１１に示すパス図を仮定して，共分散構造分析を行った。このモデルが，経営者の

ジェンダーに関する固定概念の有無が女性の活躍できる職場環境と従業員が自律的に職務を実

施できる環境に影響を及ぼし，これらが従業員エンゲージメントを引き出して，これらから職

務満足が生まれ，転職意思を下げるというモデルである。標準化した分析結果を図１２に示す。

経営者のジェンダーに関する固定概念の大きさが，女性が働きやすい職場環境に強く影響を及

ぼしていることがわかる。また，経営者のジェンダーに関する固定概念は自律的な職務設計に

もかなり強く影響を及ぼしている。一方，職場の満足度は転職意思と極めて高く一致しており，

転職を防止するためには職務満足度を高めることが必要であることがわかる。この職務満足度

は女性が活躍できる職場環境，自律的な職務設計，従業員エンゲージメントからなり，これら

の３つでほぼ説明できる。また，これら３つの構成概念間の相関関係は低く，ほぼ互いに独立
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図１２ 共分散構造分析結果

した構成概念として取り扱うことができると考えられる。これら３つの構成概念のうち，もっ

とも職務満足度との間のパス係数が大きいのは従業員エンゲージメントであることがわかっ

た。

４．考察

本研究によって，県内で就業している女性の約４割は転職意思を持っており，これは男性の

約２倍であることがわかった。また，長崎県内に本社を持つ企業は，長崎県外に本社を持つ企

業に比べて，女性が働きやすい職場度が明らかに低いことも明らかになった。その一方で，長

崎県内に本社を持つ企業に就業する女性と長崎県外に本社を持つ企業に就業する女性の転職意

思はほぼ同様である。

この結果について考察する。共分散構造分析によって，長崎県内に本社がある企業の女性就

業者は，自らの職場が女性にとって働きやすい職場であると考えないと転職意思は高くなる。

また，これらの女性従業者の多くは県内での転職を考えている。したがって，長崎県内に本社

がある企業に就業する女性は，自らの職場が女性にとって働きやすい職場ではないと考える

と，女性が働きやすい職場度が高い長崎県外に本社がある企業の事業所に転職すると考えられ

る。県内に本社を持つ企業の多くは製造業であり，Singh et al.（２０１８）の製造業で働く女性エ
ンジニアの転職研究において，製造業は男性優位の古い価値観があり，硬直的な労働環境から

女性が仕事と家庭の両立に苦しみ退職するという研究結果と整合している。

県内からの人口流出を考えると，県内に本社がある企業から県外に本社がある企業の県内の

事業所への転職は人口流出にはつながらない。しかし，Adams & Ferreira（２００９）が指摘す
るように，女性管理職を有する企業の収益力は高いことから，有能な女性が県内に本社がある

地場企業から，他県に本社を持つ企業の事業所へ流出することは地場企業の収益性を低下させ

ることにつながり，地域を衰退に導くと考えられる。この状況を改善するために重要な要素は，

経営者のジェンダーに関する固定概念である。この固定概念をどのようにして変更させるかに

ついて，今後明らかにする必要があると考えられる。

一方，長崎県外に本社がある企業の事業所に勤務する女性は，女性が働きやすい職場環境に
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はあるが，その転職意思は長崎県内に本社がある企業に勤務する女性とほぼ同様である。

県外本社企業に勤務する女性の働きやすい職場度と転職意思は，県内本社企業に勤務する女性

よりも低く，その他の要因が転職意思を高くしていると考えられる。

このその他の要因としては，図１２に示したパス図から，職務満足度を介して転職意思につな

がる従業員エンゲージメントである可能性がある。長崎県外に本社がある企業の事業所に勤務

する女性の中で従業員エンゲージメントが低い女性就業者は転職を志向する。これらが現状の

職場では低いと考える従業員は，定型的な業務が多いと考えられる事業所ではなく，本社や本

社が所在している都会の企業への転出を考えるであろう。本研究において長崎県外に本社を持

つ企業の事業所に勤務する女性は，県内本社企業に勤務する女性よりも，転職先として県外を

希望する割合が圧倒的に高いことはこれを示していると考えられる。これはシステム思考研究

においていわれる「現象に対する直接的な対策はいったん有効に見える」がその後「状況をさ

らに悪化させる現象」とみることができる。すなわち，女性の転出をシステム思考から検討す

ると，女性の県外流出をなくすために県外から企業を誘致した結果，県内本社の地場企業から

県外本社企業の県内の事業所に転出し，その後より働き甲斐を求めて，やる気のある女性が県

外に出ていくことになり，かえって転出を促進させてしまう可能性があるといえる。

したがって，県外への女性の流出を抑制するためには，県外に本社を持つ企業の事業所の従

業員の従業員エンゲージメントを高める必要がある。従業員エンゲージメントとは，仕事に対

して前向きな心理状態で組織の成功に貢献しようとする意欲であり，仕事のやりがいや自己実

現に係る構成概念である（Anwar, et al,２０１７）。Kang & Busser（２０１８）によると，従業員エ
ンゲージメントは職務環境と心理的資源に依存するとともに，一般社員の従業員エンゲージメ

ントは管理職の従業員エンゲージメントに強く依存する。したがって，今後は，長崎県外に本

社がある企業の事業所に勤務する女性従業員の従業員エンゲージメントを高めるための研究も

必要と考えられる。

５．まとめ

長崎県における女性の県外転出問題を検討するために，県内に勤務する男女１,０３６名にアン
ケート調査を行った結果，以下のことが明らかになった。

● アンケートに答えた女性の約６割は転職経験を持ち，４割は現在も転職意思を持ってお

り，いずれも男性よりもかなり高い値である。
● 女性が仕事を継続するうえで重視していることは，仕事と家庭が両立できる環境，職場

の人間関係，やりがい，報酬・福利厚生の充実度である。
● 女性の最終学歴が高いほど，転職意思は若干高まり，県外への転出意思はかなり高まる。
● 県内に本社がある企業の女性は主に県内での転職を考えているが，他の地域に本社があ

る企業に勤務する女性は，県外転職を希望する比率が高かった。
● システム思考で検討した，長崎就職は負け組ループ，女性あきらめループ，うちは特別

ループは相関分析，因子分析の結果，アンケートによって明確には実証されなかった。
● 長崎に本社がある企業と他都道府県に本社がある長崎の支社・営業所のそれぞれに勤務
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